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3マルチステークホルダー型の行動に向けた提言

デジタル時代の 
情報エコシステム

テクノロジーの進歩によって、コミュニケーションはほん
の数十年で革命的に進化し、個人やコミュニティーをそれ
まで考えられなかった規模でつなげつつ、知識の普及や文
化的豊かさの向上、持続可能な開発にとって未曽有の機会
を作り出しています。そして多くの意味で、情報エコシス
テムの誠実性に対する期待も高めました。それは、表現の
自由が十分に確保され、包摂的で安全で安心な開かれた情
報環境の中で、差別や憎悪のない正確で信頼できる情報が
誰でも手に入れられるエコシステムです。

これらの前進によって、情報の大量拡散が可能になる一方
で、あらゆる類の主体が歴史的に例を見ない量と速さ、拡
散性をもって誤情報や偽情報、ヘイトスピーチを拡散する
ことも容易になったために、情報システムの誠実性がリス
クにさらされています。このようなリスクには、人工知能

（AI）テクノロジーが急速に躍進する中で生じている現在
の、そして新たな、さらには未来の脅威が含まれています。

このようにして情報空間の誠実性が侵害されれば、人々が
人権を行使できる能力が損なわれ、地球上で平和や繁栄、
住み続けられる未来を実現するための取り組みが妨げら
れることにもなりかねません。情報の誠実性強化が、現代
の喫緊の課題の一つとされているのは、そのためです。

情報の誠実性には、人権や平和な社会、持続可能な未来を
擁護する多元的な情報空間が欠かせません。そこには、す
べての人に信頼の醸成や知識の向上、個人の選択を促すデ
ジタル時代を実現することも含まれています。

情報の誠実性の促進には、人々があらゆる種類の情報と考
え方を求め、受け取り、伝えるとともに、干渉されること
なく意見を持てるよう、人々をエンパワーメントすること
も含まれます。そのためには、ますます複雑化する情報環
境の中で、個人がプライバシーと自由を守られながら、情
報空間の中を安全に歩めるようにしなければなりません。
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情報の誠実性強化のための取り組みは、持続可能な開発目
標（SDGs）の達成に向けて、これまでの成果を守り、さ
らに前進させるためにも欠かせません。情報の誠実性が損
なわれれば、特にグローバル・サウスの国々で、SDGs を
達成するうえでの既存の脆弱性がさらに悪化しかねない
からです。

脆弱な立場にあり、社会から疎外された状態にある集団
は、不当に大きな影響を受けます。例えば、SDGs を達成
するためには、より多くの女性が全世界で労働力に加わる
必要があります。しかしながら、多くの国では差別的な法
律や政策が存在することに加えて、女性を黙らせ、公的領
域から締め出すことで、女性を組織的に従属させる手段と
して、ジェンダーに基づくヘイトスピーチや偽情報、暴力
が用いられています。これは女性の参加に破壊的で長期に
わたる影響を及ぼし、女性の声を抑圧したり、自主検閲を
強いたり、職業上、風評上の損害を与えたりすることで、
苦労して勝ち取ったジェンダー平等の前進を脅かすこと
にもなりかねません。

気候変動対策を損なうために情報空間を悪用しようとす
る企みが、この課題の緊急性をさらに高めています。商業
的利益が絡むことも多い組織的な偽情報キャンペーンは、
気候変動対策の目標に向けた行動を遅らせるか頓挫させ
るために、人間の活動による気候変動とその原因や影響に
ついて科学的に合意された礎を否定するかこれに疑問を
投げかけることを目的としています。活動家や科学者、メ
ディア関係者など、気候危機に関する情報を提供したり、
これに対処したりしようとする著名人は、ヘイトスピーチ
や脅迫、嫌がらせの対象となっています。

健康の促進や飢餓の撲滅から、平和や公正の促進、教育の
発展、不平等の縮小に至るまで、SDGs の全分野を通じ、
情報の誠実性を強化しようとする対応は、持続可能な未来
を達成し、誰一人取り残さないための取り組みを後押しす
ることになるでしょう。
 

情報の誠実性と 
持続可能な開発目標（SDGs）
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国連はすべての地域で、情報の誠実性に関し、加盟国や
ユース団体、メディア、学術界、民間セクターの代表を含
む市民社会と広範かつ多様な協議を行いました。ステーク
ホルダーは国レベルでの話し合いやバーチャル会議、二者
間会合のほか、全世界に発信された公開オンライン・
フォームを通して意見を表明しました。

これらの協議では、あらゆる地域と状況で適用でき、か
つ、あらゆる個人の要求に取り組み、特に脆弱な立場に置
かれ、社会から疎外された状況にある集団のニーズに寄り
添う提言を集めることが必要だということが明らかにな
りました。

これを受け、「情報の誠実性のための国連グローバル原則」
は、より健全な情報エコシステムを目指す様々なステーク
ホルダーによる行動の指針となる総合的な枠組みを提供
しています。この枠組みは、情報の誠実性強化のための 5
原則からなり、その各々に主要なステークホルダー・グ
ループへの提言が含まれています。

その原則とは、社会的信頼とレジリエンス（強靭性）、独
立した自由で多元的なメディア、透明性と研究、人々のエ
ンパワーメント、そして健全なインセンティブの 5 つで
す。その中心にあるのはいずれも、人権に対する揺るぎな
いコミットメントです。

グローバル原則は、各国や市民社会、民間セクター、その
他のステークホルダーがこれまでに成し遂げた幅広い取
り組みや進歩を認識するとともに、これらを踏まえてつく
られました。そして、かつてない規模、速さ、そして強さ

でグローバルな連帯と幅広い対策が必要とされているこ
とを認識しながら、あらゆる職業とあらゆる言語、状況で
情報の誠実性を保護、促進するための統一的な出発点を提
供しています。

グローバル原則は個人、国連、各国政府、メディア、市民
社会組織、さらにはテクノロジー、広告、広報（PR）業
界にまたがる営利企業を含む官民の組織に、国際法に謳わ
れた権利や自由に沿って情報の誠実性を実現するための
幅広い提携を結成するきっかけを提供しています。

グローバル原則は「私たちの共通の課題」と国連事務総長
の政策概要 8「デジタル・プラットフォームに関する情報
の誠実性」で提案された考え方に基づいています。

グローバル原則は、国際人権法を含む国際法に根差してい
るだけでなく、これと関連する「ビジネスと人権に関する
国連指導原則」、「デジタル・プラットフォームのガバナン
スに関する UNESCO ガイドライン」、「ジャーナリストの
安全と不処罰の問題に関する国連行動計画」、「人工知能の
倫理に関する UNESCO 提言」、「ヘイトスピーチに関する
国連戦略・行動計画」を補完します。グローバル原則は、
国連加盟国が「未来のための協定」と「グローバル・デジ
タル・コンパクト」の策定に向けて検討を進める際のリ
ソースにもなります。

このようにして、グローバル原則は情報の誠実性に対する
国連の揺るぎないコミットメントをさらに反映すると同
時に、将来に向けた国連の活動の指針としても策定されて
います。

「情報の誠実性のための 
国連グローバル原則」策定に向けて
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社会的信頼とレジリエンス（強靭性）
社会全体の信頼とレジリエンス（強靭性）は、情報の誠実
性の鍵となる要素です。本分野における信頼とは、公的な
情報と情報源を含め、人々がアクセスする情報と情報源に
対する信頼性、および、情報がエコシステム全体に流れる
ことを可能にするメカニズムに対する信頼性を指します。
レジリエンスとは、社会が情報エコシステム内の混乱と操
作行為に対処できる能力を指します。

信頼とレジリエンスは、情報エコシステムを戦略的、政治
的または金銭的な目的で悪用しようとする国家や非国家
主体が駆り立てる行為に対して脆弱です。場合によっては
極めて組織的に展開されるこうした行為は、幅広い危害を
及ぼし、人々が科学や事実を批判的に評価する能力を危険
にさらすおそれがあります。

テクノロジー分野の大企業は情報エコシステムで強大な
力を有し、他社や広告主、報道機関、個人のユーザーを含
むステークホルダーが情報を扱い、情報にアクセスする方

法に法外な影響力を及ぼします。生成 AI などの人工知能
（AI）テクノロジーの進歩は、わずかなコストで情報空間

に大規模なリスクを及ぼす手段を生み出しました。AI が
生成または仲介した、本物あるいはオリジナルだと主張さ
れるコンテンツは非常に信じられやすく、感情に響き、検
知が難しく、しかもアルゴリズムを用いるプラットフォー
ムやメディアを通じて一気に広まりかねません。これに
よって、信頼の低下が急激に生じ、加速化し、深まるおそ
れもあります。

情報の誠実性へのリスクに対処するには、デジタルの信頼
と安全につながる大胆で将来志向の革新的な実践を、言語
や状況の違いを超えて一貫して実行する必要があります。
こうした実践は、脆弱な立場に置かれ、社会から疎外され
た状況にあり、潜在的な危害に不当に多くさらされている
集団の知見を反映するべきです。
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女性、高齢者、子ども、若者、障害者、先住民族、難民や
無国籍者、LGBTIQ+ の人々、民族的・宗教的少数者集団
を、特に考慮する必要があります。

若者や子どもの多くは、その生活の大部分をオンラインで
費やし、デジタル・チャンネルから膨大な量の情報を得て
います。すでに情報空間へのリスクの矢面に立たされてい
るだけでなく、今後も新興の技術やメディアのトレンドか
ら最も直接的な影響を受けることになるでしょう。

人々は、多種多様な情報源にアクセスし、自分自身が包摂
され、平等に扱われ、社会経済的安心や政治的エンパワー
メントがあることを感じられる場合、よりレジリエント

（強靭）で、このようなリスクを察知し、対応するための
備えがよりできている傾向にあります。そうでない場合、
これらのリスクが拡散する温床が大きくなりかねません。
よって、対応策では、長期的なレジリエンスの強化に関す
る根底的な社会的ニーズを認識するべきです。

公益に資する行動にコミットしているステークホルダー
はいずれも、情報空間を共通の利益のために活用すること
によって、絶えず進化するコミュニケーション環境の現実
に適応できます。これは選挙や自然災害、人為的な危機な
ど、情報空間へのリスクが高く、そのリスクが社会の二極
化を深めたり、人々が公的領域に参加する能力を損なった
り、極端な場合には、暴力の扇動に利用されたりしかねな
い重大な社会的転機において、特に不可欠となります。

活動家やジャーナリスト、人道支援従事者、さらには平和
維持要員、選挙支援要員、科学者、医療専門家などを含む
国連の人員は標的となりかねず、悲惨な結果が生じかねま
せん。オンラインでの嫌がらせやその他の陰湿な戦術に
よって、声を上げられなくなったり市民社会スペースが縮
小したりするおそれもあります。こうした個人を守る協調
的な取り組みは最優先課題です。
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健全なインセンティブ
健全なインセンティブを整備するには、収益を上げる主な
手段としてターゲティング広告やその他のコンテンツの
収益化に依存する今日のビジネスモデルが情報エコシス
テムの誠実性に及ぼす、深刻な影響に取り組まなければな
りません。

こうしたビジネスモデルは大小あらゆる規模の企業、とり
わけ、デジタル・プラットフォームを運用するテクノロ
ジー企業に未曽有の成長機会をもたらし、数限りない人々
が作り上げ、かつ利益を得ているクリエイター経済を生み
出しました。このようなビジネスモデルは、偽情報や憎悪
を広める者にも金銭的なインセンティブと機会を与えて
います。そうした者たちは、テクノロジー企業が広告主と
クリエイターの潜在的収益を最大化するために人々の反
応を引き出すことを優先するアルゴリズムを用い、そのた
めにユーザーの行動を追跡してデータを収集するという
アテンション・エコノミーを悪用しているのです。人々の

反応を最大に引き出すことが多いのは、意見を二極化さ
せ、強い感情を引き起こすことを目論むメッセージであ
り、その結果、アルゴリズムは有害なコンテンツに報酬を
与え、これを増幅させることになりました。

このようなビジネスモデルを悪用する主体には、情報操作
を目論む者に加えて、国家や政治家、民間セクターの組織
が時には国境を越えて組織的な情報操作キャンペーンを
行うために起用した主流の PR 企業も含まれます。

テクノロジー部門は、デジタル広告のプロセスを、人間の
監督が最低限にしか行き届かない、複雑かつ不透明なもの
に設計しました。これは広告技術（アドテック）のサプラ
イチェーンを構成する多くの主体にとって好都合である
ものの、最も大きな利益を得るのは大手テクノロジー企業
です。
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このような不透明な構造により、広告予算が図らずも、広
告主が支援を意図していなかったかもしれない個人や組
織、考え方のために使われかねず、ブランドにとって重大
なリスクとなりかねません。このような形で広告を出稿す
れば、広告キャンペーンの効果とブランドの安全性に悪影
響が及ぶおそれもあります。

アドテックで優位に立つ一握りの企業には、同時に、自社
が所有するプラットフォームに広告基準を設ける責任も
ありますが、この基準の実施は不完全で一貫性を欠くこと
もあります。

このような形で情報の誠実性が侵害されていることから、
インセンティブ構造を根本的に転換させる必要があるこ

とは明らかです。その実現は、人権を指針とし、行動追跡
と個人データに基づいてアルゴリズムによってターゲッ
トを絞るプログラマティック（運用型）広告に依存しない
ビジネスモデルの採用によって可能となります。

広告主は、情報の誠実性を強化しつつビジネスの論理にも
かなう形で、情報エコシステムから利益を得ることができ
ます。テクノロジー企業が積極的に現状のビジネスモデル
を手放すとは見られませんが、広告プロセスを広告主に対
してさらに透明にし、広告配信者が人権面で責任ある広告
方針を守ることによって、インセンティブを健全化するこ
とはできます。広告主は、透明性のあるサプライチェーン
への統制力を強めることにより、投資収益を改善すること
もできます。
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人々のエンパワーメント
情報エコシステムを利用する個人のエンパワーメントを
図るためには、人々がそれぞれのオンライン体験を自ら管
理し、消費するメディアについて十分な情報に基づいて決
定し、自由な自己表現ができるようにしなければなりませ
ん。人々のエンパワーメントを図るためには、多様で信頼
できる情報源に常にアクセスできることが必要です。

デジタル空間は多くの意味で、地理的境界を越えて進歩へ
の想いを共有する人々をつなげることで、公的領域への包
摂的な参加を促す触媒となってきました。このような空間
を良いほうに活用すれば、個人のエンパワーメントを図
り、しばしば社会的に排除や疎外されている人々に力を提
供する一助となる可能性もあります。

その一方で、デジタル技術は本質的なエンパワーメントを
阻害するおそれもあります。ユーザーは個人データの用途
についても、大手テクノロジー企業によって個人別に選定
されたアルゴリズム・コンテンツについても、ほとんど自
身で管理することはできません。また、情報プロバイダー
が特定のコンテンツを優先づけ、推奨するために用いてい
る判断基準やメカニズムに対して、ユーザーが理解したり
アクセスしたりすることも妨げられています。

テクノロジー企業は、ユーザーのプライバシー権を尊重
し、信頼と安全、プライバシー方針、データ利用のあらゆ
る側面について、ユーザーが意見やフィードバックを提供
できるよう、ユーザーのエンパワーメントを図るべきで
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す。また、異なるプロバイダーが提供する幅広いサービス
との互換性を含め、ユーザーの決定権と選択権を強めるべ
きです。

メディア・リテラシー、情報リテラシー、デジタル・リテ
ラシーのトレーニングに関する取り組みでは、あらゆる人
のエンパワーメントに関心を集中させるべきです。特に、
女性や高齢者、子ども、若者、障害者、脆弱な立場に置か
れ、社会から疎外された状況にある集団が直面する特有の
課題に焦点を置く必要があります。

インターネットへの接続率は上昇しているものの、世界の
3 分の 1 は今でもオフライン状態にあります。オンライン
状態の人々でさえ、アクセスが不十分であればインター
ネットの資源を十分に活用する能力が阻害され、情報空間
でのリスクに対する脆弱性が高まってしまいます。イン
ターネット接続への障壁が急速に低くなる中で、新規ユー
ザーのエンパワーメントを図るとともに、アクセスできな
い人々に対しては、安全で生産的なオンライン体験に必要
なデジタル・リテラシー能力を身に着けるための取り組み
を導入することが必要です。
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独立した自由で多元的な 
メディア
独立した自由で多元的なメディアがなければ、情報の誠実
性は実現しません。

自由な報道は法の支配の基盤であり、民主的社会の礎石と
して十分な情報に基づく市民の話し合いを可能にし、権力
者の責任を追及し、人権を守る役割を果たします。女性や
脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある人々
を含め、ジャーナリストやメディア関係者が常に安全かつ
包み隠さず報道し活動する自由を認められ、あらゆる個人
が多元的で信頼できるニュース・ソースに一貫してアクセ
スできるのであれば、報道は自由であるとみなされます。

メディアには、信頼できる正確な情報を提供し、情報空間
に対するリスクを軽減するうえで、特別な役割と責任があ
ります。しかし、表現の自由に対する権利が認められてい
るにもかかわらず、自由で検閲と妨害を受けない報道機関
やその他のメディアを含めた報道の自由は、大きく継続的
な脅威に直面しています。メディア関係者はオンラインで
もオフラインでも、嫌がらせや脅迫、暴力の対象となって
おり、それが自主検閲や職業上のリスクの増大といった結
果を招くこともあります。
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同時に、報道業界は広告収入を大手テクノロジー企業が支
配するデジタル空間に奪われるという苦難も抱えていま
す。このような要因により、企業の利害がメディア各社に
対する締め付けをさらに強め、メディアの多様性を脅かす
とともに地域に根付いたジャーナリズムや公益のための
ジャーナリズムを損なうことを許しています。編集基準が
強固に守られなければ、メディアは情報の誠実性に対する
リスクを高め、増幅することになり、これがオンラインと
オフラインの空間で相互作用を起こすおそれもあります。

メディア・インフラが限定的なために、市民ジャーナリス
トが地域の住民にとって極めて重要なサービスを提供す

るという状況を鑑み、公益に資する報道機関やジャーナリ
スト、メディア関係者を支援するために強力な対応が緊急
に必要とされています。このような対応には、地元の実践
者を活用したしっかりとした、かつ持続的なメディア開発
支援を含めることができます。

各国政府とテクノロジー企業は、情報の流れと政策を決定
づけるうえで、大きな影響力を及ぼすため、報道の自由と
ジャーナリストの変わらぬ安全を確保するための取り組
みを強化すべきです。
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透明性と研究
テクノロジー企業やその他の情報プロバイダーが透明性
を向上すれば、情報がどのように拡散されているか、個人
データがどのように用いられているか、情報の誠実性に対
するリスクにどのような取り組みがなされているかに対
する理解を深めることも可能になります。

しかし、力の不均衡が透明性に対する障壁を生んでいま
す。一握りのテクノロジー企業が、かつてないほどの大量
のデータにアクセスするとともに、一部のメディア・オー
ナーとともに、また、時には国家や政治的経済的主体とも
密接に連携しつつ、情報エコシステムに対する強大な支配
力を及ぼしているからです。

さらには、テクノロジー企業が本社を置く少数の国による
透明性に関する規制の面での選択が、世界全体に大きく影
響しています。こうした不均衡はしばしば公益にかなう研
究を制約したり、平等を確保し十分にサービス対象・研究
対象になっていない状況やコミュニティーのニーズを充
足するうえでの取り組みを妨げたりするおそれがあり
ます。

AI テクノロジーは、その影響の全貌がまだ見えておらず、
情報エコシステムの研究と理解に追加的な課題をもたら
しています。
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情報環境に対するさらにニュアンスを汲んだグローバル
な理解を確立し、情報の誠実性を促進するためにより的を
絞ったエビデンスに基づく行動を強化するためには、デー
タや知見の入手可能性と品質、利用可能性を向上させる必
要があります。幅広い多様な研究者にプライバシーを守っ

たデータへのアクセスを確保すれば、研究の不足部分と不
平等を埋めるための集団的取り組みを強化できるでしょ
う。学術研究者やジャーナリスト、市民社会が恐怖や嫌が
らせを受けずに、その非常に重要な職務を果たせるよう保
護、支援しなければなりません。
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行動の要請
以下の提言の目的は、先の 5 原則を、情報エコシステム全体のステークホルダーが実行できる
ステップへと落とし込むことにあります。下記の提言は包括的な青写真となることを意図され
ているため、各国政府の法的義務からテクノロジー部門の責任、さらにはメディアと市民社会
のベストプラクティスに至るまで、幅広い領域を取り扱っています。

ステークホルダーに向けた 
提言

テクノロジー企業

人工知能（AI）関連主体

広告主およびその他の民間主体

報道機関

研究者および市民社会組織

各国政府および政治的主体

国連
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提言

テクノロジー企業
技術に対する規制が限定的な場所を本拠地とすることが
多い大手テクノロジー企業には、巨大な力があります。こ
うした企業は、ユーザーの行動について収集した大量の
データから利益を上げ、国境を越えた情報の流れを形成
し、世界的な規模でデジタル体験を支配することが可能
です。

この力の不均衡を是正するためには、透明性と独立した監
督をともに優先する枠組みが必要です。ユーザーは自身の
データとオンライン体験を管理するとともに、明確な苦情
申し立てや救済の手段を持って然るべきです。危機下や紛
争下の状況を含め、その製品やサービスのデザインと使用
が人権と社会の結束に及ぼす結果について、テクノロジー
企業の責任を求めるためには、説明責任を求めるメカニズ
ムが必要です。

それは、情報の誠実性を侵害し、人権を損なう機能を特定
するために、プラットフォーム構造を批判的かつ透明な形
で評価する必要性を意味します。表現の自由と情報へのア
クセスを守りつつ、このような侵害を予防、軽減する戦略
を実施すべきです。

偽情報と憎悪が最大限の露出と大きな利益を生み出すべ
きではありません。ターゲットを絞ったプログラマティッ
ク広告に依存しない商業的に実現可能なビジネスモデル
を新たに作り出せば、イノベーションを促し、ユーザーの
エンパワーメントを図り、公共の利益にも資することがで
きるでしょう。この多面的なアプローチは、ユーザーの権
利を尊重し、信頼できるオンライン環境を育てることがで
きる、よりバランスの取れた情報エコシステムの整備にも
つながります。

a. 設計から実装に至るまで、安全とプライバシーを統合する。設計、開発、実装、廃止
の各段階を含め、製品とサービスのライフサイクル全体に強固な安全とプライバシーの方針を組み
込む。その中で、人間と AI が生成するメディアの双方に一貫した形で、安全とプライバシーの方針
を適用する。社会的な転機の前とその周辺時期を含め、能動的に社会的リスクを最小化して潜在的
な危害を軽減するために、独立の第三者機関と協力し、あらゆる商品とサービスに関して継続的に
人権に対するリスクを評価し、公開する。脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある集
団や、市民社会のメンバー、しばしばオンラインで標的にされているその他の人々の保護とエンパ
ワーメントのために措置を取る。また、テクノロジーの利用を通じて生じるかそれによって増幅さ
れる、ジェンダーに基づく暴力やその他の暴力形態に対処する措置を取る。AI テクノロジーに起因
する情報エコシステムの誠実性に対するリスクが蔓延する可能性を含め、新たに生じつつある課題
に取り組むためにイノベーションを起こす。製品開発の全段階での人員配置において、また、信頼・
安全チームの多様性と包摂性を確保する。リスクと方針の評価が、リーダーシップを含め社内のあ
らゆるレベルと部署で共有され、組織全体で理解されるよう、内部の情報共有に関する手順を確立
する。信頼・安全性に関する方針が一貫して確実に実行されるようにする。



20 情報の誠実性のための国連グローバル原則

b. ビジネスモデルを再評価する。プラットフォームの構造が情報エコシステムの侵害を助長
し、人権を損なうことにつながっているかどうか、また、つながっているとすればそれはどのよう
に起きているかを評価するとともに、表現の自由を尊重しつつ相応の軽減・救済措置を取る。ター
ゲットを絞ったプログラマティック広告に依存せず、公益に資する革新的で商業的にも実現可能な
ビジネスモデルを模索する。
 

c. 子どもたちを守る。年齢認証やペアレンタル・コントロールなど、子どもの権利を保護、擁
護するための措置を確立、実行する。テクノロジーの利用によって発生または増幅する子どもの性
的搾取や虐待を防止し、これに対処する方針と実践を実行する。子どものための特別な通報や申し
立てのメカニズムを設け、公開する。

d. 資源を配分する。リスクの水準に応じ、社内で信頼・安全性に取り組む資源と専門能力を十
分かつ継続的に割り当てる。社会文化的、言語学的な背景と業務の使用言語、および、脆弱な立場
に置かれ、社会から疎外された状況にある集団、特に紛争下や不安定な状況下にある人々の異なる
ニーズに対応するために、十分な資源を割く。
 

e. コンテンツモデレーション（インターネット上の不適切なコンテンツの監視と必
要に応じた削除や拡散抑制などの規制）の一貫性を確保する。独立の第三者機関との協力
で、国際的人権基準に沿ったコンテンツモデレーションの手順を開発し、その方針があらゆる業務
領域で恣意的でない形で一貫して確実に実行されるようにする。手動と自動のコンテンツの監視と
収集に十分な資源を配分し、これをあらゆる言語と業務内容に一貫して適用する。プラットフォー
ム・コミュニティーの基準に違反し、人権を損なうコンテンツに対し、アルゴリズムによる増幅の
制限、ラベリング、収益化禁止といった措置を取る。コンテンツモデレーション方針の実施と、あ
らゆる言語と業務内容でコンテンツモデレーションに充てられる資源に関し、細分化したデータを
公表する。
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f. 労働基準を守る。国際労働基準と国際人権法と整合する勤務環境を提供するとともに、コン
テンツモデレーションの担当者を含め、信頼・安全への取り組みに関わるあらゆる労働者に福祉、
安全および質の高いトレーニングを確保するための取り組みを優先する。
 

g. 独立した監督機能を設ける。外部の第三者による定期的な人権監査を実施する。監査の対
象に次のものを含む：利用規約とコミュニティー規定；信頼・安全および広告に係る方針；リスク
マネジメント；あらゆる言語と業務内容に関わる広告とレコメンダーシステム（ユーザーにコンテ
ンツの「おすすめ」を選定するシステム）の影響；コンテンツモデレーション；苦情・異議申し立
て手順；透明性のメカニズム；そして、研究者によるデータへのアクセス。脆弱な立場に置かれ、
社会から疎外された状況にある集団に対する、また、ジェンダーの平等および子どもの権利に対す
る製品とサービスの影響を評価する。これらの監査結果を公表し、あらゆるユーザーがアクセス、
理解できるようにする。
 

h. 業界基準を策定する。市民社会やその他のステークホルダーと連携し、役割と責任を明確
に定めた業界の説明責任に関する枠組みを共同で策定し、監査済みの公開報告書の作成と第三者に
よる監督、また、プライバシー、リスクマネジメント、信頼・安全に係る強固な基準の遵守を約束
する。脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある集団と不安定な状況に置かれた集団の
ニーズについて具体的な規定を設け、人権に対するリスクを測定し、これに対処する効果的な方法
を確立する。リスクは多様な情報空間を横断して広がりかねず、各情報空間には悪用されかねない
独自の設計上の欠陥や方針上の隙間があるという認識のもと、プラットフォームとサービスの間の
協力を確保する。
 

i. 危機対応を向上させる。リスクが高い領域で活動するステークホルダーと連携しつつ、危機
下と紛争下で迅速かつタイムリーに対応できる、早期警報と対応拡大の手順を確立する。公益に資
する信頼できる正確な情報に、明確でタイムリーにアクセスするためのメカニズムを確立する。
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j. 政治的プロセスを支援する。選挙やその他の政治的プロセスの前とその最中に、あらゆる製
品とサービスの人権に対するリスク評価を行い、その結果を公表する。情報の誠実性を守るための
関連方針をすべて実行し、政治家候補を含む公的な領域でしばしば標的とさている女性や他の集団
に対する偽情報や嫌がらせ、暴力に対処するための措置を取る。

k. ステークホルダーと協働する。各国政府や学術界、市民社会、子ども、若者主導の組織、
技術コミュニティーなど、幅広いステークホルダーと積極的に関わり合い、情報エコシステムの誠
実性に対するリスクの理解を深めるとともに、それに応じて信頼・安全のメカニズムを拡張、調整
する。

l. 強固な苦情対応のメカニズムを確立する。脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況
にある集団に係る特別なプロセスを含め、ユーザーと非ユーザーのための苦情、通報、異議申し立
ておよび救済のメカニズムを、確実に透明性があり、安全、安心かつアクセス可能なものとする。
組織的な偽装行為など、通報・苦情対応メカニズムの悪用を防ぐ手順を確立し、履行する。

m. 明確な方針を発信する。利用規約や方針、コミュニティー規定、実行手順を、子どもも含
め、簡単にアクセス可能で一貫した理解可能なものにする。ニュースや政治的コンテンツに関する
方針、ガイドラインおよび規則をすべて明確にする。
 

n. 広告方針を実行する。広告とコンテンツの収益化に関し、明確で強固な方針を確立、公表、
実行する。既存の出版・アドテック関連のパートナーシップを継続的に見直し、アドテック・サプ
ライチェーン内のパートナーがこの方針を守っているかどうか評価する。毎年、方針の履行の実効
性と、その他取られたいかなる措置についても報告、公表する。
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o. 広告の透明性を実証する。あらゆる広告を広告だと分かるように明示して、広告主や、ター
ゲティングに用いられたパラメーター、また、AI で生成または編集されたコンテンツに関する情報
をユーザーに対して透明にする。広告のソースまたは広告の支払者、広告費の額、ターゲット層に
関する情報を掲載した完全でアクセス可能、最新かつ検索可能な広告ライブラリ（広告に関するデー
タベース）を維持する。特定の時間枠で広告がどこに掲載されたのか、また、広告出稿とブランド
に隣接して表示される他のコンテンツに関する管理とサービスの正確さや実効性に関し、詳細な
データを広告主と研究者に提供する。収入源と、広告主やコンテンツ・クリエイターとの分配取り
決めに関し、透明性のある報告を行う。AI が生成または編集したコンテンツの明示を含め、政治的
広告はすべてラベリングするとともに、ユーザーがなぜターゲットとされたのか、広告には誰がど
れだけの金額を支払っているのかに関し、簡単にアクセスできる情報を提供する。
 

p. メディアの安全性と多様性を支援する。消費者が幅広いメディア・ソースにアクセスで
きるようにするために、多元的なニュース・コンテンツが発信される環境を整備する。編集の独立
性を尊重しつつ、独立系の自由で多元的なメディア、特に多様な言語と状況で活動する地域と市民
のジャーナリズムを支援する。ジャーナリストとメディア関係者の権利をオンラインで守るために
必要なあらゆる措置を取る。特に選挙や自然災害、人為的な危機などの社会的な転機となる時期に
ジャーナリストが直面するリスクに鑑み、ジャーナリストとメディア関係者を嫌がらせや虐待、暴
力の脅しから守ることに資する明示的で透明な規定を設ける。特に、女性ジャーナリストを標的と
する行為を軽減し、対処することを目的として、信頼・安全性に係る方針と実践をアップデート
する。

q. データへのアクセスを提供する。各専門分野の学術研究者やジャーナリスト、市民社会、
国際機関に対し、ユーザーのプライバシーと知的財産権を尊重しつつ、情報の誠実性をより良く理
解し、政策やベストプラクティスの参考とし、説明責任を改善するために必要なデータへのアクセ
スを提供する。社会的なリスク、様々に異なるコミュニティーや人々に対する影響、AI テクノロ
ジーの活用が持つ意味合い、SDGs の達成への潜在的な影響、リスク軽減措置の実効性を含め、情
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報エコシステムの誠実性に関する効果的な研究を可能にするために、このような情報は細分化して
提供する必要がある。この情報には、次のものを含む：コンテンツのランク付け、推奨、配信、そ
して注意喚起することに関してアルゴリズムがどのようなトレーニングを受けているかについての
説明を含むアルゴリズム搭載型レコメンダーシステム；削除、禁止または降格されたアカウント；
そして、あらゆる言語と状況での信頼・安全に向けた資源の配分。また、アクセス可能で機械可読
なフォーマットで、最低限の費用で研究者へのデータ提供を促す。
 

r. 情報開示を確保する。政府からのコンテンツ削除または掲載の要請を公表する。資金の提供
やその他の支援を含む、ファクトチェック機関とのあらゆる協働と、政治団体や政治家候補に提供
した資金を開示する。
 

s. 管理と選択肢を提供する。インフォームドコンセントを確保するとともに、他のサービス
との互換性などを含み、ユーザーが自身のオンライン体験を簡単に管理できるよう、使いやすいツー
ルや機能を提供する。そうすることで、より幅広い選択を可能にし、ユーザーが閲覧するコンテン
ツや、そのデータがどこで、どのように使われているかに関して、インフォームドコンセントを提
供する。

t. AI コンテンツにラベルをつける。組織レベルでソリューション開発に投資したうえで、AI
が生成または編集したコンテンツに明確なラベルをつけ、ユーザーがこのようなコンテンツを簡単
に見分けられるようにすることで、情報エコシステムの誠実性全般に対するユーザーの信頼を損な
うのではなく強化する。その中には、AI により生成または編集されたコンテンツを特定するメタ
データの情報を含める。

u. プライバシーを確保する。データの収集、利用、共有、売却および保存で、ユーザーのプ
ライバシーが尊重されるようにするとともに、アルゴリズムの決定に関するものを含め、自身の個
人データがどのように使われたか、また、他の主体がどのように個人データを入手し共有したかに
関する情報をユーザーが簡単にアクセスできるようにする。
 

v. デジタル・リテラシーを育む。アルゴリズムの機能、効果および影響に対する市民の理解
促進を含め、デジタルスキルを高めるために、メディア・リテラシーと情報リテラシーの推進を支
援する。リテラシーと能力構築の資源を、あらゆる言語と業務領域、特に不安定な状況に関するも
のに充当する。子どもと若者に安全関連のトレーニング教材を提供する。リテラシーへの取り組み
の実効性に関し、外部の第三者による評価を可能にし、その結果を公表する。
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人工知能（AI）関連主体

人工知能（AI）テクノロジーが急速に進化する中で、AI テ
クノロジーの能力は私たちの世界を変えようとしていま
す。日常的な作業の自動化から科学的発見の補助に至るま
で、莫大な潜在的利益があります。しかし、このプロセス
と並行して安全、安心で信頼できる AI の設計、開発、展
開、廃止を確保する必要性が大きくあります。

トレーニング・データにバイアスや多様性の欠如があれ
ば、AI システムは誤解を生む情報を生成し、不公正を永
続化させかねません。現実味のあるコンテンツを生成する
能力が大規模に悪用されれば、情報エコシステムの誠実性
にリスクが生じるおそれもあります。

新たに生じつつあるリスクは、AI テクノロジーのライフ
サイクルで透明性と公正性を優先することによって、軽減
できます。AI がそのライフサイクル全体を通じ、安全か
つ責任ある形で設計、開発、展開、廃止されるようにする
ためには、政府やテクノロジー企業、学術研究機関による
協調的な取り組みが必要です。これらのステークホルダー
が協働すれば、AI が社会と人間のウェルビーイングに資
するようにできるのです。

人工知能システムのライフサイクルの 
少なくとも一つの段階に関わる 
政府と官民の主体
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提言

a. 安全、安心で信頼できる AI を確保する。AI テクノロジーの安心、安全で信頼できる設
計、開発、展開、使用および廃止を確保するための措置を取る。AI テクノロジーの悪用、人間の監
督を経ない AI テクノロジーへの過度な依存、これに関連して地域や社会的状況にまたがって信頼が
さらに崩れる可能性など、AI 分野内のイノベーションや進歩で情報エコシステムの誠実性にとって
リスクとなり得るいかなる物事にも対処し、これを公けに発信する。市民のウェルビーイングにとっ
て重大な問題に関する信頼できる包摂的な情報源について AI のトレーニングを行うとともに、ジェ
ンダーや人種のバイアスを含め、トレーニング・データに由来するバイアスを軽減するための措置
を取る。女性や子ども、若者、その他の脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある集団
に対するものを含め、社会的リスクを最小化して潜在的危害を積極的に軽減するために、多種多様
なステークホルダーと連携して人権に対するリスクを評価する。
 

b. 独立監査を委託する。機関に所属する研究者と個人の研究者が、企業の脆弱性に関する開
示方針の遵守などの適切なセーフガードを伴う形で AI モデルの独立監査を行えるよう、アクセスと
法的、技術的な安全領域を提供することを確約する。独立監査の結果や、AI 関連のリスクについて
のデータ（有害な差別や「ハルシネーション」、すなわち事実のように見えるが全くのでっち上げの
コンテンツが生まれる可能性など）、および、潜在的な危害を防止、緩和し、対処するために取られ
た措置について、市民が確実にアクセスできるようにする。
 

c. 知的財産を尊重する。知的財産権を尊重し、オリジナルの記事を含め、AI ツールのトレーニ
ングに用いた知的財産の使用について、公正な報酬を確保する。
 

d. データの出所を示す。真正性証明や電子透かし、ラベリングなど、可視および不可視の形
態の、出所に関するソリューションや方針を開発、実施する。使い勝手の良いラベリングの標準化
に向けてマルチステークホルダーで取り組む。

e.  リテラシーを支援する。組織レベルで、情報の誠実性に対するリスクに焦点を置きながら、
AI の仕組みや情報消費者全体への影響に対する、市民の理解を高めるためのリテラシー向上を目的
としたイニシアチブの開発と展開に投資する。

f. ユーザーのフィードバックを可能にする。 ユーザーのプライバシーを保護しつつ、不正
確または誤解を招く出所情報をユーザーが警告または通報できるようにする。
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提言

広告主
広告主は、偽情報やヘイトスピーチから利益を得ようとす
る者に対する金銭的インセンティブを断つために支援す
ることにより、情報エコシステムの誠実性に独自の影響力
を及ぼすことができます。そうすることで、広告主は自社

のブランドをより良く守り、重大なリスクに対処し、自社
の企業理念に沿った事業を営みつつ業績を高めることも
できます。

a. 人権面で責任ある広告を確立する。広告が情報空間に対するリスクを高めないようにする
とともに、子どもの権利を含む人権を擁護するためのセーフガードを確立する。機敏なデータやユー
ザー属性に基づく差別的なターゲティング手法は避ける。包摂・除外リストやアドベリフィケーショ
ン・ツール（広告の掲載に関する質を検証するためのツール）、人による審査などの方法を通じ、公
益ジャーナリズムなど情報の誠実性を高める報道機関やプラットフォームに出稿する。アドテック
企業に対し、ウェブサイトやチャンネルが収益化を始める前に満たさねばならない基準を公開する
よう求める。

b. 業界基準を活用する。業界基準を活用することで、情報の誠実性に対するリスクを最小限
に抑え、ブランドの安全性確保に資する明確な方針を策定する。
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c. 提携する。業界全体や市民社会と協働し、広告の影響評価や、広告とコンテンツの収益化に
由来するリスクと潜在的危害の体系的な軽減を含め、情報の誠実性について得たベストプラクティ
スや教訓を適時共有する。

d. データを請求する。どこに広告が表示されたかを示す詳細なデータを請求し、出稿前に適合
性審査を行うことで、広告出稿に隣接して表示される他のコンテンツの全面的かつ詳細な全体像を
継続的に把握する。広告キャンペーンの徹底的な監査を行う。
 

e. 透明性を義務化する。アドテック企業に対し、アドテック・サプライチェーンの全面的検証
を可能にする透明性基準を採用するよう要求し、ログレベルでの出稿とブロッキングのデータ（広
告表示をブロックしたデータ）を含め、クライアントや研究者とすべての広告キャンペーンのデー
タを共有する。
 

f. 監査を行う。アドテック企業に、アドエクスチェンジ（複数の広告ネットワークやメディア等
をまたいで広告枠を取引できる仕組み）供給パートナーに対する独立の第三者による監査と審査を
行うよう要求する。
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提言

その他の民間主体
テクノロジー部門に直接関わらないその他幅広い民間主
体の行動も、情報空間に影響を及ぼします。これは情報の
誠実性を損なうこともあれば、これに寄与することもあり
ます。企業には、表現の自由に対する権利や知る権利など

の人権を尊重する責任がある一方で、その他のステークホ
ルダーと協調的パートナーシップを形成し、情報エコシス
テムの健全化に寄与することもできます。

a. 誠実性を守る。表現と言論の自由の権利を含め人権を擁護するとともに、財務的目標やその
他の戦略的目標達成のために、情報エコシステムの誠実性に対するリスクを故意に拡散したり助長
したりすることを控える。
 

b. リテラシーに投資する。関連の市民社会の主体と連携し、その専門知識を借りることで、
組織レベルで従業員のメディア・リテラシーと情報リテラシーに投資する。 
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提言

報道機関
独立した自由で多元的なメディアは、公益に係る問題に関
する情報を市民に届け、市民参加を促し、権力者の説明責
任を促進するうえで欠かせない役割を果たします。

しかし、メディアの独立性と多様性に対する直接的および
間接的な脅威や地域・公益ジャーナリズムの衰退は、こう
したメディアの不可欠な機能を損ねるおそれがあります。

職業上の基準を強固に維持しなければ、報道機関が情報の
誠実性を侵害することにもなりかねません。倫理的な報道
と編集の実践や、透明性へのコミットメントを質の高いト
レーニングや勤務条件で補強すれば、ジャーナリストは不
可欠のサービスを提供するだけでなく情報エコシステム
の誠実性に対するリスクによって崩れたバランスを回復
することにも貢献できます。

a. 情報の誠実性について報道する。情報エコシステムに対するリスクについて積極的に報道
し、市民に情報を提供するためにデータに基づく調査報道の能力構築に投資する。メディアを消費
する人々の信頼を維持、確保できるよう、情報の出所を含め、編集に厳密なプロセスと基準を用い
る。市民の参考となるファクトチェック・メカニズムを確立する。
 

b. 危機対応を提供する。情報エコシステムの誠実性に対するリスクが高まりかねない緊急事
態や危機的状況で、市民への迅速な情報を無償で提供することを確約する。
 

c. 職業上の基準と倫理基準を維持する。不偏性と編集の独立性を重視しつつ、公益に資する
べく策定されたプロフェッショナルで倫理的なジャーナリズムに関してグローバルに認められた規
範と実践を支持し、遵守する。また、自らのコンテンツを検証する自主的な説明責任のメカニズム
を積極的に採用する。倫理的で正確、かつ不偏的な報道を前進させるとともに、「ソリューション」
や「建設的」ジャーナリズムの手法を採用することを含め、イノベーションを促し、コミュニケー
ション環境の変化への適応力を高めるためのスキルをアップデートするために、質の高いトレーニ
ングを定期的に実施する。ユーザーが自ら選択、消費するニュースについてより良い情報を得られ
るよう、資金源や所有構造、金銭的インセンティブを開示する。



31マルチステークホルダー型の行動に向けた提言

d. AI を倫理的に使う。掲載や放送の際、AI が生成または編集した素材に明確なラベルをつけ
るなど、AI テクノロジーの倫理的利用について強固な方針を確立する。その中に、コンテンツが AI
によって生成または編集されたものであることを特定できるメタデータの形での情報を含める。

e. 透明かつ人権面で責任ある広告を確立する。広告が情報空間へのリスクを高めないよう
にするためのステップを踏む。ニュースと意見、スポンサーが付いているコンテンツを明確に区分
し、意見記事の財源と潜在的な利益相反に関する透明性を確保する。広告と AI が生成または編集し
た広告や記事体広告に明確にラベルをつける。広告収入源、および、明確でアクセス可能な広告方
針と実践について透明な報告を行う。
 

f. 労働基準を尊重する。国際労働基準、国際人権法と整合する勤務条件を確立するとともに、
デジタル空間を含め、ジャーナリストの福祉と安全の確保に寄与する取り組みを優先し、女性の
ジャーナリストやメディア関係者に対する差別、虐待、嫌がらせ、暴力の脅威に特に注意を払う。
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提言

研究者と市民社会
研究者と市民社会組織は、情報エコシステムの誠実性に対
するリスクの多面的な影響を理解し、これに対処するため
の取り組みに欠かせない役割を果たします。研究者や市民
社会による取り組みは、特に社会的に疎外され、脆弱な立
場に置かれた集団にとっての、情報空間に対するリスクを

明らかにし、アドボカシーのためのエビデンス基盤を整備
し、レジリエンスを高めることに役立つ可能性がありま
す。研究者の知見と効果的な解決策との間の隔たりを埋め
るためには、協調的なパートナーシップと知識の交換が不
可欠です。

a. 協働する。地域や文脈の異なるステークホルダーと連携し、情報エコシステムの誠実性を強
化するための効果的で倫理的なアプローチを共有する。
 

b. 誠実性と倫理基準を守る。人権を擁護し、情報の誠実性に対するリスクを故意に拡散また
は助長するのを控える。あらゆる研究は倫理的かつ透明に、そしてプライバシーに配慮して行う。

c. オープンアクセスを促す。研究結果を自由に入手できるようにし、分野間の協働を促進す
るなどして、オープンアクセスを確保するよう取り組む。
 

d. 包摂的な研究を強化する。研究が進んでいない脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された
状況やコミュニティーに特に配慮しながら、情報の誠実性に対するリスクが SDGs に及ぼしかねな
い影響を含め、地域や言語、分野を横断した情報エコシステムに関する学際的研究を模索する。こ
のようなリスクと関連の危害を測定するための厳密な手法を開発する。
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ファクトチェック機関と 
ネットワーク向けの提言

a. 職業上の基準を維持する。専門性と倫理への確約を徹底するとともに、組織の構成やガ
バナンス、財源、所有者、および業務慣例に明確に表れる形で、独立性、無党派性、透明性の基
準を遵守する。
 

b. 資金調達に関する情報を開示する。財源のほか、テクノロジー企業、メディア、市民社
会組織などのステークホルダーとの協働に関して情報開示する。
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提言

各国政府
各国政府には、「情報の誠実性のための国連グローバル原
則」を強化するうえで欠かせない責任があります。これは
まず、人権、特に情報を求め、受け取り、伝える権利を含
む表現の自由に対する権利を尊重し、擁護し、推進すると
いう国家の義務から始まります。

各国政府は、その法規制上の権限、公共資源への支配力、
国内的にも国際的にも提携を構築する能力をはじめとす
る要因により、情報空間を形づくるうえで中心的な役割を
担います。各国はその人権義務の一環として、効果的な政
策、立法、規制および判決を通じ、人権侵害に関する調査、
処罰、救済の適切なステップを踏むことで、国内や管轄内
で企業による侵害から人権を守らなければなりません。

情報エコシステムに取り組める技術的、財政的能力は国に
よって異なります。インフラの整備の度合いや技術と資金

に対するアクセスにおける隔たりは、デジタル格差を助長
しています。その一方で、多くのテクノロジー企業はグ
ローバル市場のほぼ全体に浸透して支配しつつあるもの
の、本拠地をグローバル・ノースの少数の国々に置いてい
ます。

すべての国が情報エコシステムに寄与し、その利益を得ら
れるようにするには、各国が人権を尊重しながら、デジタ
ル接続を拡大できる能力を高め、「AI 格差」が生まれる可
能性を予め排除し、情報空間におけるリスクに適切に対処
できる能力を強化できるよう、緊急かつ持続的に取り組む
ことが必要です。こうした取り組みは最終的に情報の誠実
性を強化し、人権を推進するとともに、SDGs の達成に寄
与するでしょう。

a. 人権を尊重、擁護、推進する。国際的な人権の基準と規範に基づき、表現と言論の自由の
権利をはじめとする人権を尊重、擁護、推進する。市民社会の全面的な参加を得ながら、情報の誠
実性の様々な要素に取り組むための規制やその他の措置を、国際人権法を含め、該当する国際法と
整合させる。そうすることで、それらの規制や措置を人権の強化と信頼の構築に向けたさらに幅広
い取り組みの一環として位置付ける。表現の自由に対する権利の制限を例外的なものとし、制限を
設ける場合には、国際人権法に基づく要件に適合させる。つまり、他者の権利または評判、または、
国家の安全保障や公共の秩序、公衆衛生や道徳の保護に必要な範囲にするとともに、比例原則を遵
守する。権利の制限が事実上、表現の自由を抑圧することがないようにする。国際人権法を含め、
国際法と整合する形で個人データのプライバシー保護を採用し、これを実効的に執行する。  
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b. 誠実性を守る。国内的にも国際的にも、故意に偽情報を拡散したりヘイトスピーチを伝達し
たりする情報活動を実施、または助長することを控える。いかなる形でも、インターネットを遮断
したり速度を低下させることを控える。国連の平和オペレーションをその権限と活動に影響を与え
る情報エコシステムの誠実性に対するリスクから保護することに関する決議を含め、関係する国連
安全保障理事会決議を守り、実施する。

c. 人々を守る。子どもの特殊なニーズと権利に取り組みつつ、女性や LGBTIQ+ の人々、民族的
または宗教的少数集団など、オンラインでもオフラインでも情報空間で標的とされることが多い脆
弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある集団の、法律面および実践面での保護とエンパ
ワーメントを確保する取り組みを再確認し、さらに進める。国際人権法上の義務を遵守して、戦争
のためのプロパガンダや差別、敵意または暴力の扇動に相当する民族的、人種的または宗教的憎悪
の提唱を法律により禁止する。

d. 情報へのアクセスを提供する。十分なサービスを受けていないコミュニティーのためのア
クセスを促進しながら、報道機関を含め、すべての人々が理解、利用できるあらゆる言語とフォー
マットで、差別なく、公的に有している情報への迅速なアクセスを提供する。危機的状況下におい
て、信頼できる正確な情報へのアクセスを確保する。コミュニティーを積極的に巻き込み、公的機
関への信頼を得るために倫理的で信頼できる情報発信の方法を採用する。
 

e. 報道の自由を確保する。ジャーナリストやメディア関係者、ファクトチェッカーをあらゆ
る形態の差別や虐待、嫌がらせ、暴力の脅威から守るために力強い措置を取ることで、自由で存続
可能な独立の多元的メディア環境を確保、保護、推進する。その際に、女性や脆弱な立場に置かれ、
社会から疎外された状況にある集団の人々に特に注意を払う。法律と政策により、デジタルコンテ
ンツ・クリエイターと市民ジャーナリストの権利を尊重、保護する。
 

f. 研究者と市民社会を守る。学問の自由を尊重し、威嚇や嫌がらせ、報復行為から研究者と市
民社会を守る。

g. 透明性を提供する。テクノロジー企業と報道機関に対して課された要件とデータに関する要
請について、完全な透明性を提供する。倫理的でない採用慣行や金銭的インセンティブなど、情報
の誠実性を損なう不透明で欺瞞的なロビー活動やテクノロジー企業と政策立案者間の利益相反に対
応する措置を取る。
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h. グローバルな連帯と能力構築、開発支援を強化する。特に開発途上国において情報の
誠実性を強化し、情報空間へのリスクに対するレジリエンス（強靭性）を高めるための能力構築を
支援する国家間の協働とパートナーシップに参加する。あらゆる言語で、AI テクノロジーに関する
ものを含むデジタル・リテラシー、情報リテラシー、メディア・リテラシーのトレーニングと能力
構築、啓発プログラムに資金を配分する。その際に、全面的な透明性を確保する。開発途上国が自
国で主導して、情報エコシステムの誠実性へのリスクに対する社会的レジリエンスを構築し、メディ
ア・リテラシーと情報リテラシーに関する十分なトレーニングを実施し、公益メディアを補強する
ために実施する取り組みに、こうした目的に特化した適切な開発援助の提供を含め、支援する。図
書館を含む公的機関によるリテラシー関連のトレーニングと資源へのアクセス改善に向けた活動を
支援する。

i. 政治参加を促進する。選挙に関わるあらゆるステークホルダーが選挙プロセス全体を通じて
正確かつ迅速な情報にアクセスできるよう、そのアクセスを保護する。包摂的な政治参加とリーダー
シップを促進し、あらゆる形態の差別、虐待、嫌がらせ、暴力の脅威からの保護を含め、公的領域
における女性の権利を擁護するための措置を取る。

j. 包摂的な公益に資する研究を優先する。AI テクノロジーの新たな、また、未知の能力と影
響などに照らし、情報の誠実性に係る専門領域全体で倫理的基準と審査に従う独立の研究を優先し、
投資し、支援する。情報エコシステムの誠実性に対するリスクが SDGs に及ぼしかねない影響を含
め、地域や言語、分野を横断して実施される研究を支援する。その際に、特にサービスや研究の対
象となっておらず、リスクを抱えた状況やコミュニティーに重点を置く。国内と国家間の公正な情
報共有を可能にするために研究結果へのオープンアクセスを促進し、周知する。

k. リテラシーを育成する。デジタルスキルを低学年から、フォーマル、インフォーマル双方
の教育カリキュラムに統合しながら、焦点を絞ったメディア・リテラシーと情報リテラシーの活動
の推進を通じて、批判的に情報に基づいて公の場で発言することを推進する。背景と年齢が異なる
あらゆる人々の具体的な社会・文化・言語面のニーズを考慮しつつ、オンラインの権利、デジタル
情報環境の仕組み、個人データの用途に関して、子どもを含む市民の理解と認識を積極的に高める。
女性、子ども、若者、高齢者、障害者、そして新たにオンラインに加わろうとしてる数十億の人々
を含め、脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある人々と集団のリテラシーのニーズを
優先する。AI テクノロジー関連の具体的問題についてリテラシー向上に取り組むとともに、新たな、
そして生じつつあるテクノロジーや課題を反映し、リテラシー向上への取り組みを継続的にアップ
デートする。
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l. 子どもと親、保護者、教育者のエンパワーメントを図る。安全で責任あるデジタル空間
における行動、オンライン・メディアの活用、子どもが持つ表現の自由と知る権利に対する理解に
関し、子どもと親、保護者、教育者に継続的な資源を提供する。より安全なオンライン体験を目指
すメディア・リテラシーと情報リテラシー関連のガイドラインとイニシアチブを策定する際には、
若者のデジタルを使いこなす能力を活用しつつ、あらゆる当事者が関与するようにする。

あらゆる政治的主体向けの提言

a. 選挙の誠実性を維持する。有権者資格、投票、開票および結果に関するものを含め、情報
の誠実性を損なおうとする試みを控えるとともに、そうした試みを公然と非難する。

b. 包摂性を守る。女性や脆弱な立場に置かれ、社会から疎外された状況にある集団の人々を
はじめとする候補者や公人を標的とした誹謗や嫌がらせを公然と非難し、これに対処するための
措置を取る。
 

c. 透明性を提供する。広告の財源や、データに基づくターゲティング手法の使用を含め、情
報発信の透明性を維持する。

政治的プロセスに関与し、 
これに影響を与える個人、集団および組織
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国連の約束

国連
「情報の信頼性のための国連グローバル原則」は、国連と

その国際公務員にも適用されます。国連はグローバル原則
を遵守することにより、国際社会における情報の誠実性を
責任ある形で管理する模範を示し、これに説得力を持たせ
ます。

情報エコシステムの誠実性を強化する活動を拡大すれば、
平和を確保し、持続可能な開発を促し、すべての人の人権
を擁護、保護するという国連の使命の遂行にも寄与するこ
とでしょう。

a. 取り組みを拡大する。多様な状況と言語を横断して、文脈に即した研究、モニタリング、リ
スク評価、コミュニティーとの対話、提携の構築をはじめとする方策を通じて、情報の誠実性強化
に向けた取り組みを強化する。予防と軽減、対応を強化し、生じつつある機会と課題を明らかにす
るために、国連のプログラムや活動に情報の誠実性を統合する。

b. 能力構築に向けたイニシアチブを支援する。開発途上国のニーズに特に注意を払いなが
ら、若者向けのトレーニングを含め、情報の誠実性強化に役立つスキル開発のイニシアチブを提供
することにより、各国での能力構築を支援する。

c. アドボカシー活動を展開する。十分なサービスが受けられない状況や、脆弱な立場に置か
れ、社会から疎外された状況にある集団に特に注意を払いながら、グローバルなレベルと各国、各
コミュニティーで、グローバル原則を推進し広める。SDGs の実現に向けた取り組みを支援しなが
ら、社会の結束に積極的に貢献し、情報の誠実性へのリスクに対するコミュニティーのレジリエン
スを強化する。
 

d. 専門能力を増強する。国連のマンデート遂行と実質的な優先事項に影響する情報エコシス
テムの誠実性へのリスクに対して、革新的で文脈に則したアプローチを開発する中核的な部署を国
連事務局に設ける。その部署は、必要に応じて他の部署と調整し、国連システム全体に貢献する。
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e. 機動的な広報戦略を策定する。共通の利益のために、また、国連が奉仕するすべての人々
のニーズをより良く充足するために、デジタル空間とオフライン空間を活用しながら、エビデンス
に基づき、革新的で機動的な広報戦略を個々の目的に合わせて策定する。
 

f. 多言語の資料を提供する。グローバル、地域、国内レベルでの取り組みを支援するために、
多様な状況に適用できる研究やガイダンス、ベストプラクティスを提供する、情報の誠実性に関す
る多言語のオンライン資料のハブを設ける。
 

g. マルチステークホルダー型の行動計画を支援する。既存のメカニズムを活用し、国際
的な能力構築と調整に関する国連の専門性と経験を動員しながら、各地域と国内でマルチステーク
ホルダー型の行動計画と提携を支援する。
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今後の道のり
情報エコシステムの誠実性に対するリスクが高まり、簡単
に利用できる最新の AI テクノロジーが進歩していくこと
を考えれば、情報の誠実性を強化する緊急性はいくら強調
しても足りません。本グローバル原則は、世界が複雑なデ

あらゆる部門のステークホルダーは「情報の誠実性に関する国連グローバル原則」を受け入れることにより、連帯を実
証し、信頼や知識、あらゆる個人の選択権を育む、情報エコシステムの再活性化への道のりを協働して築くことができ
ます。

ジタル時代を突き進み、「未来サミット」で多国間の解決
策を見出そうとする中で、情報の誠実性を保護、促進する
ための行動に向けた包括的で統一的な枠組みを提供して
います。

この目的を達成するために、ステークホルダーには 
以下の行動が強く求められています。

すぐに行えることの枠組みとして「情報の誠実性のための国連グローバル原則」の遵守を公約する
とともに、これを採用し、積極的に公表する。
 

グローバル原則を活用し、能力構築を目的とするものを含め、市民社会や学術界、メディア、政府、
国際的な民間セクターから多様な専門性とアプローチを結集し、情報の誠実性に関する幅広い部門
横断的な提携を結成し、これに積極的に参加する。その際は、専門のユース諮問グループなどを通
じ、若者の全面的かつ意味ある参加を確保する。

草の根の取り組みを支援して学びを得るためにコミュニティーを巻き込むとともに、若者の全面的
かつ意味ある参加を確保しながら、地域、国内、地方のレベルで協働によるマルチステークホル
ダー型の行動計画を策定する。
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